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各　地方本部、単組・総支部執行委員長　様

自治労北海道本部

執行委員長　　大　出　　彰　良
（ 賃 金 労 働 部 ）

2016年度北海道最低賃金引き上げにむけた諸取り組みについて

日頃のご奮闘に心から敬意を表します。
さて、今年度の北海道最低賃金の改定に関する審議会（北海道最低賃金審議会）は、これまで２回(６月６日、７月４日)開催され、改定にむけた審議が本格的にスタートしています。

特に今年は、雇用戦略対話合意に基づく全国最低800円、全国平均1，000円への引き上げにむけた重要な年であり、これまで「クラシノソコアゲ応援団！2016RENGOキャンペーン」として、非正規労働者の処遇改善に大きな影響を与える最低賃金の引き上げを求めて、労働局への要請行動や各地域での街宣行動並びに各議会への意見書提出などを展開してきました。

今後の審議会日程は、専門部会で参考人聴取を行った後に７月29日には中賃目安の伝達が行われ、８月５日の第４回審議会で地賃改定の答申が行われる予定となっています。

北海道においては、７月28日の中央最賃審議会での目安答申以降の８月５日の審議会までが最大のヤマ場となります。

つきましては、最賃審議会のヤマ場にむけ、以下の行動を取り組みますので、各地方本部、単組・総支部の結集をお願いいたします。
記
１．要請ＦＡＸ行動
審議会の山場にむけて、別紙１、２の要請書案を参考に、各地域や単組状況も加筆いただき、全地方本部・単組・総支部執行委員長名による最賃審議会に対する要請ＦＡＸ行動を行うこととしますので、下記宛先への送信をお願いします。可能な限り、補助機関・評議会などの取り組みもお願いいたします。要請書を送信する際、自治体当局のＦＡＸを利用しての要請行動は絶対に行わないで下さい。ＦＡＸによる送信が困難な場合は郵送して下さい。

　　なお、要請書案については、各地方本部へデータを送信します（道本部ホームページ組合員専用ページにも掲載いたします）ので、全ての単組・総支部へ配信いただき、各単組・総支部において取り組み願います。
①　送信先

※　ＦＡＸの場合　　　ＦＡＸ　０１１－７５６－００５６

　　北海道地方最低賃金審議会　会長　道　幸　哲　也　様

※　郵送の場合

〒060-8566

札幌市北区北８条西２丁目１-１　札幌第一合同庁舎　９Ｆ

労働基準部　賃金課内

　　北海道地方最低賃金審議会　会長　道　幸　哲　也　様

②　取り組み期間　　　　　　発文が到着次第～７月28日（金）
③　取り組み報告

実施した地方本部・単組・総支部は、【別記】の報告書にて報告願います。
２．昼休み集会
①　日時
８月５日　12：20～（約20分間程度）

②　場所
札幌第１合同庁舎前（札幌市北区北８条西２丁目）南向き路上

③　集会内容
主催者あいさつ・決意表明など

④　参加要請
在札単組・総支部に下記のとおり、参加を要請します。

	札幌市職連・札幌市労－各５人、札幌病職労・札幌交通労組－各３人

全道庁労連（本部・札幌総支部）－15人、その他在札単組－各１人


　　　※組合旗を持参願います。
３．その他

ご不明な点などありましたら、自治労北海道本部賃金労働部（三浦亨・根本）までお問い合わせください。
以　上


【別記】

2016年度北海道最低賃金審議会への要請ＦＡＸ行動

取り組み報告書

単組名　　　　　　　　　　　　　　記入者氏名　　　　　　　　　　　　　

送付（ＦＡＸ）日　　　　月　　　　日　　　　　　　　　　　　通　

送付先：自治労道本部賃金労働部（ＦＡＸ：011-700-2053）

【別紙１】
北海道地方最低賃金審議会
会長　道幸　哲也 様
北海道最低賃金の大幅な引き上げを求める要請書
北海道地域の景気は、「緩やかに回復している」とされていますが、多くの働く者・生活者が景気回復を実感するまでには至っておらず、くらしの底上げ・底支えは実現していません。
働く者を取り巻く現状を見ると、全雇用労働者に占める道内の非正規労働者の割合は過去最高の42.8％、95万６千人に達し、また、道内の生活保護受給者数は約17万人を数えるなど、低所得層の増大や格差の拡大により社会は不安定さを増しています。
中央最低賃金審議会は、2007年度の「成長力底上げ戦略推進円卓会議」、「生活保護に係る施策との整合性に配慮」が盛り込まれた最低賃金法改正（2008年７月施行）、2010年度の雇用戦略対話における最低賃金の引き上げに関する合意（2010年６月）、さらには、2016年６月に閣議決定された政府の「経済財政運営と改革の基本方針2016～600兆円経済への道筋～」および「ニッポン一億総活躍プラン」（年率３％程度として、名目ＧＤＰ成長率にも配意しつつ引き上げていく。これにより、全国加重平均1,000円となることを目指す）を踏まえた議論をつくす必要があります。
超少子高齢化・人口減少が進行する中で、安心できる社会保障制度の構築にむけた道筋が不透明であることなどから、多くの国民が将来への大きな不安を抱えています。特に、最低賃金近傍で働く人々の生活は深刻であり、労働者の生活を支える最大の柱である賃金のセーフティネットたる最低賃金制度の重要度が増しています。最低賃金の引き上げによって賃金全体を底上げし、勤労国民が安心して暮らすために、最低賃金の役割は一段と高まっています。
現行の北海道の最低賃金時間額764円は、法定労働時間フルで働いても、税込み月額13万２千円程度、年額でも159万３千円程度にしかならず、最低賃金の大幅引き上げが必要不可欠となっています。
昨年16円引き上げ改定にともなう影響率は、全労働者で14.8％、パートに至っては37.4％となっており、北海道の非正規比率の高さ、最低賃金に張り付く低賃金体系となっていること、生活困窮の度合いが深まっています。連合調査による「最低限の生活を保障する水準（リビング・ウェイジ）」として示された北海道の「時間額890円」、高卒初任給「時間額882円」にほど遠いものとなっています。特に、低賃金・最低賃金に張り付く賃金体系の北海道においては、地域経済の活性化と所得税収の確保、社会保障制度の維持・充実にむけて、納税を果たせる賃金の確保と、全体の底上げは重要な課題です。
2016年の北海道最低賃金の改定に当たっては、２年続けて審議会で答申された「雇用戦略対話合意の全国最低800円、全国平均1,000円への引き上げ」にむけた道筋を付けるための文言を十分尊重した審議を行うとともに、働く者が経済的に自立可能な水準として、北海道最低賃金を時給1,000円に改定するよう強く要請します。
また、早期の最低賃金引き上げ発効は全労働者の利益であり、10月１日発効にむけて最大限配慮するよう求めます。
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自治労○○職員組合　　　　　
執行委員長　○○　○○　 eq \o\ac(○,印)
【別紙２】

北海道地方最低賃金審議会
会長　道幸　哲也 様
北海道最低賃金の大幅な引き上げを求める要請書
労働基準法第２条では、「労働条件の決定は労使が対等な立場で行うもの」と定めていますが、最低賃金近傍の多くの非正規労働者は、賃金労働条件の決定にほとんど関与することができません。
今年の春季生活闘争の結果（連合北海道集計）では、組織された「非正規労働者」の時間給引き上げ額は、21.44円、昨年より7.61円の増となっています。
「経済の好循環確立」のためにも、組織された労働者同様、最低賃金の大幅な引き上げをはかるべきです。また、最低賃金に張り付く多くの労働者は、未だに賃金改定がされていません。10月１日発効にむけて、公労使の真摯な議論のもと、早期発効が実現されるよう求めます。
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